
企画案選定要領 

 

 

平成３０年  月  日 

文化庁文化部芸術文化課 

 

 

１．選定方法 

外部有識者５名による企画案選定委員会（以下「選定委員会」）を開く。委員

は，提出された企画案ごとに，下記「３．評価要素」について採点表（別添）に

により評価を行う。 

「３．評価要素」のうち，（１）及び（２）については，評価項目ごとに下記

評価基準による５段階評価を行うこととし，（３）に定める得点も加えた委員ご

との合計点を算出し，これを平均したものを該当提案者の得点（以下「合計得

点」という。）とする。 

 

［評価基準］ 

大変優れている＝５点 優れている＝４点 普通＝３点 

やや劣っている＝２点 劣っている＝１点 

 

２．選考実施日 

   平成３０年６月中旬（予定） 

 

３．評価要素 

（１）事業実施主体に関する評価 
① 業務管理を適切に遂行できる体制を有していること。 
② 事業実務に精通しているとともに，事業を適切に遂行するための技術力

及びノウハウを有していること。 

③ 事業を効果的に遂行するために必要な実績等を有していること。 

④ 財務状況の評価により経営基盤が確立していること。 

 

（２）事業内容に関する評価 
① 事業の目標・計画が具体的に設定され，実現性・妥当性があること。 
② 事業のスケジュールが具体的かつ合理的であるとともに，委託者の意図

と合致していること。 
③ 事業推進の方法，内容等が具体性・適正性・効率性を有すること。 
④ 提案に当たり，選択肢の吟味が行われていること（提案する実施手段     

手法がほかの手段・手法に比べ優位である根拠が示されていること）。 
⑤ 提案内容に対して，妥当な経費が示されていること。 

 

（３）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 
  以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価し，加点を行う。

なお，内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人につい  

ては，相当する各認定等に準じて評価する。 

   



  ○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づ  

 く認定（えるぼし認定）等 

・認定段階１ （労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝０．５点 

・認定段階２ （労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１．０点 

・認定段階３ ＝１．５点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務が

ない事業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画

期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）＝０．２点 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・ 

プラチナ認定企業） 

・旧くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年 

厚生労働省令第３１号）による改正前の認定基準又は同附則第２条第３項 

の規定による経過措置により認定）＝０．５点 

・新くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年 

厚生労働省令第３１号）による改正後の認定基準により認定）＝０．７点 

・プラチナくるみん認定＝１点 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１．０点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

  

４．企画案の決定 

  「１．選定方法」で定める合計得点が最も高いものを採択案件に決定する。 

 

５．企画内容等の変更 

  決定した企画内容等については，各委員の意見を適宜企画業者に伝え，改善 
をお願いすることがある。 

 



【別添】

委員氏名

（１）事業実施主体に関する評価 Ａ社 Ｂ社

① 業務管理を適切に遂行できる体制を有していること

② 事業実務に精通しているとともに、事業を適切に遂行するための技術力
及びノウハウを有していること

③ 事業を効果的に遂行するために必要な実績等を有していること

④ 財務状況の評価により経営基盤が確立していること

（２）事業内容に関する評価 Ａ社 Ｂ社

① 事業の目標・計画が具体的に設定され、実現性・妥当性があること

② 事業のスケジュールが具体的かつ合理的であるとともに、委託者の意図
と合致していること

③ 事業推進の方法、内容等が具体性・適正性・効率性を有すること

④ 提案にあたり、選択肢の吟味が行われていること（提案する実施手段・
手法が他の手段・手法に比べ優位である根拠が示されていること）

⑤ 提案内容に対して、妥当な経費が示されていること

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価（加点評価） Ａ社 Ｂ社

以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。
なお、内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人につ
いては、相当する各認定等に準じて評価する。

○女性の就業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づ
く認定（えるぼし認定）等
・認定段階３ ＝１．５点
・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１．０点
・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝０．５点
・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務が
ない事業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間
が満了していない行動計画を策定している場合のみ）＝０．２点

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プ
ラチナ認定企業）
・旧くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年厚生
労働省令第３１号）による改正前の認定基準又は同附則第２条第３項の規定に
よる経過措置により認定）＝０．５点
・新くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年厚生
労働省令第３１号）による改正後の認定基準により認定）＝０．７点
・プラチナくるみん認定＝１点

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定
・ユースエール認定＝１．０点

○上記に該当する認定等を有しない＝０点

合計

平成３０年度「文化庁映画週間」の企画運営に関する企画案採点表

※評価項目ごとに、「大変優れている」（５点）、「優れている」（４点）、「普通」（３点）、 「やや劣っている」（２点）、
「劣っている」（１点）をご記入ください。

※評価項目ごとに、「大変優れている」（５点）、「優れている」（４点）、「普通」（３点）、 「やや劣っている」（２点）、
「劣っている」（１点）をご記入ください。

※「評価基準」に沿って点数をつけてください。

ご意見（必ず御記入をお願い致します。）



審査基準 

 

 

Ⅰ 採択案件の決定方法 

 選定委員会の各委員が各々評価した結果の合計を平均したものを当該提案者  

の得点とする。各評価項目の得点が最も高いものを採択案件に決定する。 

 

Ⅱ 審査方法 

 企画提案書に基づき，文化庁内に設置する企画案選定委員会（以下「選定委員会」）

において書類選考を実施する。また，必要に応じて審査期間中に提案の詳細に関する

追加資料の提出や説明を求めることがある。 

 

Ⅲ 評価方法 

 評価は下記の各項目について次の評価基準による５段階評価とし，選定委員会の

各委員が各々評価した結果の合計と、ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評

価基準を設け加点を行い、その合計を当該提案者の得点とする。 

 

［評価基準］ 

    大変優れている＝５点 優れている＝４点 普通＝３点 

    やや劣っている＝２点 劣っている＝１点 

 

１ 事業実施主体に関する評価 

 ① 業務管理を適切に遂行できる体制を有していること。 

 ② 事業実務に精通しているとともに，事業を適切に遂行するための技術力及び

ノウハウを有していること。 

 ③ 事業を効果的に遂行するために必要な実績等を有していること。 

 ④ 財務状況の評価により経営基盤が確立していること。 

 

２ 事業内容に関する評価 

 ① 事業の目標・計画が具体的に設定され，実現性・妥当性があること。 

 ② 事業のスケジュールが具体的かつ合理的であるとともに，委託者の意図と合

致していること。 

 ③ 事業推進の方法，内容等が具体性・適正性・効率性を有すること。 

 ④ 提案に当たり，選択肢の吟味が行われていること（提案する実施手段・手法が

ほかの手段・手法に比べ優位である根拠が示されていること）。 

 ⑤ 提案内容に対して，妥当な経費が示されていること。 

 

３ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 

  以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価し、加点を行う。  



なお、内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人につい  

ては、相当する各認定等に準じて評価する。 

   

 ○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認 

定（えるぼし認定）等 

・認定段階１ （労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝０．５点 

・認定段階２ （労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１．０点 

・認定段階３ ＝１．５点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がな

い事業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間

が満了していない行動計画を策定している場合のみ）＝０．２点 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・ 

プラチナ認定企業） 

・旧くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年 

厚生労働省令第３１号）による改正前の認定基準又は同附則第２条第３項 

の規定による経過措置により認定）＝０．５点 

・新くるみん認定（次世代法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年 

厚生労働省令第３１号）による改正後の認定基準により認定）＝０．７点 

・プラチナくるみん認定＝１点 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１．０点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

 



予算決算及び会計令 

 

 

（一般競争に参加させることができない者）  
第七十条  契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二

十九条の三第一項 の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別

の理由がある場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない者及び破産

者で復権を得ない者を参加させることができない。  
 

（一般競争に参加させないことができる者）  
第七十一条  契約担当官等は、次の各号の一に該当すると認められる者を、そ

の事実があつた後二年間一般競争に参加させないことができる。これを代理人、

支配人その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。  
一  契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質

若し くは数量に関して不正の行為をした者  
二  公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益

を得る ために連合した者  
三  落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者  
四  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者  
五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつた者  
六  前各号の一に該当する事実があつた後二年を経過しない者を、契約の履行

に当 たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者  
２  契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者

を一 般競争に参加させないことができる。  
 


